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特別支援教育におけるアシスティブ・テクノロジーに関する研究動向（太田）
本研究では特別支援教育におけるアシスティブ・テクノロジー（Assistive Technology）に関する研
究動向を明らかにした。先行研究としての国立特別支援教育総合研究所（2011）による研究動向の報
告をふまえて研究を検討するため、特別支援教育を研究テーマとする研究者が組織する学会の『特殊
教育学研究』と、教育工学の分野の学会の『日本教育工学雑誌』の両方から研究動向を見ることとした。
『特殊教育学研究』では、コンピュータと AAC（Augmentative and Alternative Communication）の活
用に関する研究が多く、絵カードなどローテクなものの活用を含め、障害等の特性に応じた活用が増
えている。『日本教育工学会論文誌』等では、コンピュータやインターネット利用に加え、最新のテ
クノロジーを活用した AACに関する研究もみられる。いずれの学会の機関誌も、理論研究というよ
りも実践研究論文が多くみられた。
キーワード： アシスティブ・テクノロジー　コンピュータ　AAC　特殊教育学研究　日本教育工学
雑誌
1．はじめに
本研究は、特別支援教育におけるアシスティブ・テクノロジー（障害による困難さを支援する技術も
機器も含む）に関する研究の動向の概要について文献から検討するものである。同様の先行研究は、国
立特別支援教育総合研究所（2011）（以下「研究所」という。）が、専門研究 A『障害の重度化と多様化
に対応するアシスティブ・テクノロジーの活用と評価に関する研究』成果報告書第 6章に『障害のある
子どもの教育におけるアシスティブ・テクノロジーに関する研究の動向』として取りまとめている。
その中で、アシスティブ・テクノロジーに関する研究論文を機関誌に掲載する学会はいくつもある
ことと、それらの中から障害のある子どもの教育を研究テーマとする研究者が結成した学会として日
本特殊教育学会を選び、テクノロジーからの教育研究をテーマとする研究者が主な構成員である学会
として日本教育工学会を選んだことが述べられている。そこで本研究の目的は、研究所の報告をふま
え、同じ学会の論文を対象とし、その知見と比較検討を行うことで、特別支援教育におけるアシスティ
ブ・テクノロジーに関する研究動向の概観を行いたい。
2．『特殊教育学研究』に掲載されたアシスティブ・テクノロジーに関する研究
2.1．『特殊教育学研究』の推移と論文の抽出
特別支援教育におけるアシスティブ・テクノロジーに関する研究の状況を把握するために、日本特
殊教育学会の機関誌『特殊教育学研究』に掲載された論文を検討することとした。研究所は、1巻か
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ら 47巻までの『特殊教育学研究』の状況を概観している。その発行形態の推移や対象とする論文の
種類として「原著」「資料」「展望」「研究時評」「実践研究」（第 29巻から）「展望」「紹介」「海外だ
より」「特集論文」を対象とすることなどが記されている。また、ページの記載に関する推移も記さ
れており、第 40巻（2002-03）以降は分冊ごとのページ番号ではなく、巻ごとの通しページ番号になっ
ていることも記されている。したがって本研究で対象としている研究論文は巻ごとの通しページ番号
となっている。研究所は、アシスティブ・テクノロジーに関する研究として採り上げる範囲として「主
要な研究目標となっていなくても、内容的にみて上記の基準に当てはまる事柄が盛り込まれている論
文は採用する。」としているため、本研究においても同様とした。
2.2．論文数の推移
以上の基準をもとにしたアシスティブ・テクノロジーに関する研究の対象論文としては、表 1に示
す第 1～54巻で 134論文１となる。掲載論文総数は 1610論文であることから 8.3％となっている。研
究所の報告では、第 1～47巻の対象論文は 99論文で、対象論文総数 1342論文の 7.4％となっている
ことから、全体としては対象論文の割合はやや増加傾向にある。
表 1　『特殊教育学研究』掲載当該論文数の 5年ごとの推移
巻 掲載論文総数 当該論文数と割合
1-7 37 0 （0.0％）
8-12 82 2 （2.4％）
13-17 82 3 （3.7％）
18-22 125 6 （4.8％）
23-27 158 8 （5.1％）
28-32 213 19 （8.9％）
33-37 217 20 （9.2％）
38-42 237 24 （10.1％）
43-47 191 17 （8.9％）
48-52 213 27 （12.7％）
53-54 55 8 （14.5％）
計 1610 134 （8.3％）
※　研究所（2011）による表 6-2をもとに 48-54巻を加筆
表 1に示す通り 5年ごとの論文数は総数にばらつきがあり、当該論文数の増減だけで問題にするこ
とは適当ではない。研究所の報告においてもこのことは同様である。第 8（1970-71）～27巻（1989-90）
までは 2～5％程度の推移で、第 28（1990-91）～47巻（2009-10）は 9～10％程度で推移しているが、
第 48（2010-11）～54巻（2016-17）は 12～15％程度に増加している。
2.3．当該論文の内容の変化
当該論文が対象とした障害と論文数を取りまとめたものが表 2である。5巻ごとではばらつきが大
きくなるようであるため、研究所同様に 10巻ごとに整理することとした。ただし、先行研究から 10
年を経ていないため、48巻以降は執筆段階で発行済みである第 54巻までを整理した。また、複数の
障害を対象としている論文の場合は、複数の障害を重複して選ぶこととした。
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表 2　『特殊教育学研究』掲載当該論文が対象とする障害と論文数
巻 1-17 18-27 28-37 38-47 48-54
障害全般 　 　 1 　
視覚障害 3 5 2 3 1
聴覚障害 1 7 12 5 3
知的障害 　 2 9 10 6
自閉症 　 　 7 10 10
発達障害 　 　 　 1 6
LD 　 　 1 　 2
肢体不自由 　 　 7 2
筋疾患 　 　 　 2 2
言語障害 1 1 　 1
重複障害 　 　 　 3 2
重症心身障害 　 　 2 3 3
健常児 　 　 　 1
※　研究所（2011）による表 6-3をもとに 48-54巻を加筆
このため、当該論文総数は 137論文となり、第 1～54巻を通して論文の割合が多い障害種は、聴覚
障害 28論文（20.4％）、知的障害 27論文（19.7％）、自閉症 27論文（19.7％）、視覚障害 14論文（10.2％）
となっている。第 27巻までは視覚障害及び聴覚障害を対象とする論文が多く見られたが、第 28巻以
降は視覚障害及び聴覚障害が減少に転じ、知的障害、自閉症、発達障害、LD、肢体不自由、重複障害、
重症心身障害が増加している。特に、知的障害、自閉症、発達障害の増加と、重複障害及び重症心身
障害（合わせると 13論文 9.4％）の増加が著しい。
当該論文がアシスティブ・テクノロジーに関する研究であると表題、キーワード、内容等から研究
所と同様の条件で選んだものが表 3である。また、取り扱うアシスティブ・テクノロジーが複数の場
合は、研究所同様にそれぞれの項目でカウントした。研究所は、「第 1～17巻（1960～70年代）は全
体に当該論文が少ないが、第 18～27巻（1980年代）になると論文数が増え、取り扱われるアシスティ
ブ・テクノロジーの種類も多くなる。若干目立つのが補聴器である。第 28～37巻（1990年代）では
補聴器が更に増えるとともに、それ以上にコンピュータと AACが目立つようになっている。次の第
38～47巻（2000年代）では、コンピュータ関係と AACが依然多く、これに支援ツールが加わっている。
ただし、支援ツールについては、特定の執筆者の関与度が高いようである。」と述べている。第 48～
54巻（2010年代）では、コンピュータ関係は減少し、AACは増加している。2010年代は発行巻数が
少ないため、論文数で比較できないため、その当該論文総数に占める割合で比較すると、コンピュー
タは 24.4％（第 38～47巻）であったものが、14.3％（第 48～54巻）となっている。AACは 24.4％（第
38～47巻）であったものが、42.9％（第 48～54巻）となっている。支援ツールは 13.3％（第 38～47巻）
であったものが、11.4％（第 48～54巻）となっている。さらに、教材・教具は 2.2％（第 38～47巻）
であったものが、8.6％（第 48～54巻）となっている。
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表 3　『特殊教育学研究』掲載当該論文が取り扱うアシスティブ・テクノロジーと論文数
巻 1-17 18-27 28-37 38-47 48-54
施設・設備・環境
　バリアフリー
　 2 　 2
コンピュータ　ワープロ　CG　CAI
　アクセシビリティ　情報検索
　 3 9 11 5
インターネット
　eラーニング　テレビ会議
　 　 　 2 3
シミュレーション 　 　 1 　
オプタコン 2 2 　 　
その他視覚障害用機器等 1 1 　 1
補聴器 1 4 6 3 1
人工内耳 　 　 3 1
字幕挿入 　 2 　 　
その他聴覚障害用機器等 　 1 1 　 2
AAC　VOCA　トーキングエイド
　絵カード　写真カード　シンボル
1 1 9 11 14
スイッチ　入力装置 　 　 2 4 3
支援ツール
　生活技能支援ツール
　 　 3 6 4
ビデオ　テレビ　スライド 　 　 3 　
教材・教具　補助具　玩具 　 　 3 1 3
その他 1 1 4 3
※　研究所（2011）による表 6-4をもとに 48-54巻を加筆
コンピュータの具体的内容について、研究所によると 1990年代は教育効果・訓練効果を高める利
用が中心であり、その後コンピュータ利用の展望がある。さらに 2000年代になるとコンピュータ利
用に加え、自己効力感の形成や情報検索など積極的なコンピュータ利用がみられたとのことである。
2010年代は書字障害（平林 ルミ・河野 俊寛・中邑 賢龍（2010））や読字障害（石坂 郁代（2011））、
読字障害・電子教科書（近藤 武夫（2012））といった自閉スペクトラム症に多い読み・書きに関する
論文や教育効果、病院退院後の教育的支援などへの ICT活用などの今日的な課題に対応した論文が
みられる。AACの具体的内容については、研究所によると 1990年代は、ハイテクな VOCA（Voice 
Output Communication Aids）やその一種であるトーキングエイド（キーボード一体型の VOCA）の活
用がみられ、2000年代になると、VOCAの他、PICシンボル（Pictogram Ideogram Communication）
や PECS（Picture Exchange Communication System）などのテクノロジーに大きく依存しない研究に
変化しているとのことである。2010年代は、VOCAなどのハイテク機器の利用というよりも、自閉症
や発達障害、知的障害を対象とした教育や生活場面での指導・支援への利活用という論文が多い。例
えば、関係の再調整（圓山 勇雄・宇野 宏幸（2013））、御用学習２（岡本邦広・井澤 信三（2013））、非
音声言語コミュニケーション（小島 拓也・関戸 英紀（2013））、音声言語要求の獲得と拡張（熊 仁美・
山本 淳一（2013））、コミュニケーション行動（岡 綾子・望月 昭（2014））、保護者支援（岡村 章司（2015））、
視覚的な条件性（今本繁・門司京子（2016））、離席行動（小西一博（2016））といった論文である。
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3．『日本教育工学雑誌』等に掲載された特別支援教育関係の研究
3.1．『日本教育工学雑誌』等の推移と論文の抽出
教育工学の側から特別支援教育へのアプローチを眺めるために、研究所と同様に、日本における教
育工学研究の動向を代表するものと考えられる日本教育工学会の機関誌に掲載された論文を検討す
る。日本教育工学会の機関誌は、日本語による『日本教育工学会論文誌』と英文による『Educational 
Technology Research』の 2種類である。誌名の変更やページ番号の記載などに不統一があったが、現
在は日本語の『日本教育工学会論文誌』と、英語の『Educational Technology Research』に統一され
ている。研究所の報告では、第 1～33巻の掲載論文を検討対象としているため、本研究では日本語誌
第 34～40巻及び英文誌第 33～39巻の掲載論文を加えて検討対象とする。
3.2．論文数の推移
『特殊教育学研究』掲載論文と同様に、5年ごとの比率で推移をまとめたものが表 4である。
『日本教育工学雑誌』等の掲載論文のうち当該論文は、日本語誌第 1～40巻を通して 39論文（1.8％）
と少数である。これは研究所による第 1～33巻の 32論文（2.1％）と比較しても減少傾向といえる。また、
研究所の報告では　『特殊教育学研究』と『日本教育工学雑誌』の両方に論文が掲載されているのは 2
名であったが、第 34巻以降については両学会誌に当該論文が掲載されているものは　『特殊教育学研
究』の坂井　聡（1997）と『日本教育工学雑誌』の坂井 聡・宮崎 英一・二宮 綾子・門目 紀子（2012）
以外は見当たらない。研究所は「両学会の会員の重なりが少ないことが、論文執筆者の重なりの乏し
さに関係している可能性がある」と述べているが、その傾向は継続しているといえる。
表 4　『日本教育工学雑誌』等掲載の当該論文数の 5年ごとの推移
日本語誌巻 英文誌巻 掲載論文総数 当該論文数と割合
1-8 1-7 159 2（1.3％）
9-13 8-12 91 2（2.2％）
14-18 13-17 121 1（0.8％）
19-23 18-22 188 3（1.6％）
24-28 23-27 435 9（2.1％）
29-33 28-32 530 15（2.8％）
34-38 33-37 516 5（1.0％）
39-40 38-39 166 2（1.2％）
計 　 2206 39（1.8％）
※　研究所（2011）による表 6-6をもとに日本語誌第 34～40巻及び英文誌第 33～39巻を加筆
3.3．当該論文の内容の変化
当該論文が対象とする障害はどのように変化するのか整理したものが表 5である。こちらも 5巻ご
とではばらつきが大きくなるようであるため、研究所同様に 10巻ごとに整理することとした。ただ
し、先行研究から 10年を経ていないため、日本語誌の第 34巻以降は執筆段階で発行済みである第 40
巻までを整理した。
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表 5　『日本教育工学雑誌』等掲載の当該論文が対象とする障害と論文数
日本語誌巻 1-13 14-23 24-33 34-40
英文誌巻 1-12 13-22 23-32 33-39
障害全般 2 1 10 1
視覚障害 　 　 1
聴覚障害 　 1 7
知的障害 　 1 2
自閉症 　 　 1 4
発達障害 　 　 　 1
LD 　 1 2
肢体不自由 　 　 1
重複障害 1 　 　 1
重症心身障害 1 　 　
※　 研究所（2011）による表 6-7をもとに日本語誌第 34～40巻及び英文誌第 33～39巻を加筆
研究所の報告では、「『特殊教育学研究』掲載の当該論文に比較して、特定の障害のみを対象と考え
ない、障害全般を対象とした研究論文が目立つのが特徴であろう。」と述べているが、第 34～40巻では、
発行巻数が同数でないため当該論文総数に占める割合で比較すると、障害全般は 41.7％（第 24～33巻）
から 14.3％（第 34～40巻）と減少している。また、自閉症は 4.2％（第 24～33巻）から 57.1％（第
34～40巻）と増加している。聴覚障害は 29.2％（第 24～33巻）から 0％（第 34～40巻）となっている。
当該論文がどのようなアシスティブ・テクノロジーを取り扱っているか整理したものが表 6である。
対象とする障害の比較と同様に、発行巻数の違いから論文数ではなく、当該論文総数に占める割合で
比較する。アシスティブ・テクノロジー全般は、論文数は減少しているが 8.0％（第 24～33巻）から
14.3％（第 34～40巻）と増加している。コンピュータは 24.0％（第 24～33巻）から 57.1％（第 34～40巻）
と増加し、インターネットは 20.0％（第 24～33巻）から 0％（第 34～40巻）と減少している。また、
AACは 24.0％（第 24～33巻）から 28.6％（第 34～40巻）と増加している。
表 6　『日本教育工学雑誌』等掲載の当該論文が取り扱うアシスティブ・テクノロジーと論文数
日本語誌巻 1-13 14-23 24-33 34-40
英文誌巻 1-12 13-22 23-32 33-39
アシスティブ・テクノロジー全般 1 　 2 1
施設・設備 1 　 　
コンピュータ　CG　CAI　情報化
　 マルチメディア　仮想空間　データベース
2 4 6 4
インターネット
　eラーニング　電子メール
　 　 5
字幕挿入 　 　 1
AAC　シンボル 　 　 6 2
ビデオ　テレビ　スライド 1 　 1
その他 　 　 4
※　研究所（2011）による表 6-8をもとに日本語誌第 34～40巻及び英文誌第 33～39巻を加筆
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具体的な内容を見てみると、日本語誌第 33巻までは、研究所によると「終始コンピュータ関係が
多い。第 24～33巻（2000年代）では、それにインターネットも加わり、AACも多い。」と述べてい
るが、第 34～40巻（2010年代）は、コンピュータが依然多く、論文の割合としては増加している（永
森 正仁・長澤 正樹・植野 真臣（2010）、小川 修史・掛川 淳一・森広 浩一郎（2011）、小川 修史・藤
井 祐次・掛川 淳一・高野 美由紀・森広 浩一郎（2012）、水内 豊和（2015））。内容としても多岐にわ
たり、単なる機器利用ではなく、特別な教育的ニーズを克服・改善するための教育工学的な手法によ
るアプローチがみられる。AACについては、携帯電話,買い物指導（坂井 聡・宮崎 英一・二宮 綾子・
門目 紀子（2012））と重度・重複障害教育,視線入力（大杉 成喜・小林 秀雄（2017））と最新のテクノ
ロジーを活用した AACがみられる。また、2000年代までにみられたインターネットに関する論文は
みられない。
4．論文種別からの検討
研究所の報告をふまえて『特殊教育学研究』掲載の当該論文と『日本教育工学会雑誌』等掲載の当
該論文を、年代や障害種別、アシスティブ・テクノロジーの種類や相互の比較も含めて眺めてきたが、
ここでは、論文種別の観点からも検討をする。
研究所の報告では『特殊教育学研究』と『日本教育工学会雑誌』等における論文編集規定が詳細に
述べられている。ここでは詳細の説明は省くが、『特殊教育学研究』の編集規定によると、「原著論文」
「資料論文」「実践研究論文」「展望論文」「研究時評」その他となっている。
表 7　論文種別ごとの『特殊教育学研究』掲載論文・当該論文
掲載論文 当該論文
原著論文 166 （25％） 7 （9％）
資料論文 178 （26％） 18 （24％）
実践研究論文 186 （28％） 39 （52％）
展望論文 38 （6％） 0 （0％）
研究時評 108 （16％） 11 （15％）
計 676 （100％） 75 （100％）
※　研究所（2011）による表 6-9をもとに 48-54巻を加筆
研究所による第 1～47巻の当該論文との比較では、原著論文は 15％（第 1～47巻）であるのに対して、
9％（第 1～54巻）となっている。掲載論文全体と原著論文の掲載論文の割合（25％）を比較しても
比率は低い。研究所はその理由として、「障害のある子どもの教育においてコンピュータや AACを理
論的に研究する場面はあまりなさそうである。コンピュータ以外のアシスティブ・テクノロジーに関
しても、理論的検討の対象とあるよりは実践の場で利用されるべき手段・道具であろう。」と述べて
いる。この傾向は、実践研究論文の割合がほぼ変化していないことからも現状として変化していない
といえる。
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表 8　論文種別ごとの『日本教育工学雑誌』等掲載論文・当該論文
掲載論文 当該論文
論文 456 （29.3％） 4 （12.9％）
資料 181 （11.6％） 6 （19.4％）
ショートレター 866 （55.6％） 19 （61.3％）
寄書 15 （1.0％） 1 （3.2％）
展望 9 （0.6％） 0 （0.0％）
総説 25 （1.6％） 0 （0.0％）
研究速報 5 （0.3％） 1 （3.2％）
1557 （100％） 31 （100％）
※　研究所（2011）による表 6-10をもとに日本語誌第 34～40巻及び英文誌第 33～39巻を加筆
一方、『日本教育工学会論文誌』の投稿規定によると、「論文」「教育システム開発論文」「教育実践
研究論文」「資料」「ショートレター」「寄書」「展望・総説」「英訳論文」が規定されているが、「論文」「教
育システム開発論文」「教育実践研究論文」は「論文」としてまとめ、「研究速報」も掲載論文に存在
するため含めた。ただし、「英訳論文」は、すでに日本語で発表されたものであるため、この区分の
集計は行わないこととした。これらは研究所も同様である。
論文の割合は、表 8に示すように 12.9％（日本語誌第 1～40巻）であり、研究所による 12.5％（日
本語誌第 1～33巻）から 14.3％（日本語誌第 34～40巻のみの割合）と近年やや増加傾向にある。ショー
トレターは、『特殊教育学研究』の実践研究論文に相当するものであるが、研究所による 58.3％（日
本語誌第 1～33巻）から 71.4％（日本語誌第 34～40巻のみの割合）と増加傾向がみられる。ショー
トレターの占める割合について、研究所は「教育工学という研究分野において考えた時、障害のある
子どもの教育は理論的な検討の対象となりづらく、テクノロジーの応用研究に対象となっているため
ではないかと考えられる。」と述べている。資料や研究速報の当該論文としての掲載がないことから、
その傾向は継続していると考えられる。
5．まとめ
『特殊教育学研究』掲載の研究論文では、アシスティブ・テクノロジーに関する研究が、第 28～54
巻（1990年代以降）は 9～15％程度を占めている。この傾向は、研究所による第 28～47巻における
割合（9～10％）よりも増加傾向がみられ、特別支援学校の学習指導要領（文部科学省（2009）（2017））
にアシスティブ・テクノロジーに関することが明記されていることを考慮すれば、特別支援教育にお
いてその活用が今後も一層進むことが期待される。研究所は、「今後しばらくの間はこの数値が大幅
に下がるということはないと考えるべきであろう。」と述べている。
研究論文の内容面では、1990年代以降コンピュータとAACの活用に関する研究が大きな割合を占め、
2010年代は特に AACの活用が増えてきている。自閉症、発達障害など自閉スペクトラム症の児童生
徒を対象に、絵カードなどローテクなものを含め、コンピュータと AACともにその特性に応じた活
用が増えてきているのが特徴である。
『日本教育工学会論文誌』等に掲載された論文では、アシスティブ・テクノロジーに関係する論文
は少なく、1.8％（日本語誌第 1～40巻）となっている。特に日本語誌 34～40巻（2010年代）は、割
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合は 1％程度となっており、コンピュータとインターネット、AACの利用が中心となっている。研究
所の報告では、「コンピュータやインターネット利用の研究が主なものとなり続けるだろう。」と述べ
ているが、その傾向に加え、最新のテクノロジーを活用した AACなどアシスティブ・テクノロジー
に関する研究もみられることが『特殊教育学研究』掲載論文との違いかと思われる。
論文種別としては、理論研究というよりも、アシスティブ・テクノロジーを教育実践に活用する研
究が多いことから『特殊教育学研究』『日本教育工学会論文誌』等ともに、実践研究に関する論文が多い。
このことは研究所の報告と同様である。
今後の課題としては、研究所も述べていることと重なるが、「『特殊教育学研究』掲載の当該論文執
筆者と『日本教育工学会論文誌』等掲載の当該論文執筆者との重なりが乏しいことであろう。」とい
うことである。今後のインクルーシブ教育システムの構築や特別支援教育の場に限らない個に応じた
合理的配慮の提供を考える際に、さらに特別支援学校学習指導要領（文部科学省（2017））に示され
た教育活動を充実させていく際に、研究所も述べている通り、特別支援教育の研究者とテクノロジー
の研究者の協働による研究が必要で、そのことによる児童生徒に対する指導・支援の充実が必要だと
考えている。
注
１　論文数の表記については、国立特別支援教育総合研究所（2011）と同様にした。
２　「御用学習とは、指導者の言語指示や書かれた文章に従って、子どもが一続きの課題を遂行して完了することを目
的とした学習活動」岡本（2013）
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